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21世紀中国食糧需給の展望と我が国条件不利地域農漁業の役割
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要約
現在中国が著しい人口膨張と経済成長を遂げていることから， 21世紀初頭における中国の食糧需給の
状況が，世界の食糧需給に極めて大きな影響を与えることが予想される。 2030年頃に中闘が大量の穀物
不足(輪入)国となることを予測し，世界的な論争を巻き起こしているのは，いうまでもなくレスター・
ブラウンである。本稿は，彼の主張を巡る世界及び、閣内の論争を整理し，その当否を検討したものであ
る。世界最大の人口大田である中国が今以上の人口膨張と著しい経済成長を遂げるならば，近未来にお
いて計り知れない食糧需要量の増大と食糧消費構造の変化に伴う飼料用穀物需要量の増大をもたらすこ
とが予想される。それに対し，中国が，工業化・都市化・砂漠化による耕地面積の減少，水不足による
濯概面積割合の拝滞，単収増加の頭打ち等の状況下で，加速度的に増大する食糧需要量に見合って生産
叢を伸ばすことは，現在の延長線上では極めて困難と言わざるをえない。現在進行中の穀物メジャーや
商社の中闇への進出は，中国が穀物輸入大国化に向かっている証左と見ることができる。現在世界最大
の穀物輪入国である日本は，このような状況変化を認識し，食糧政策の再編を模索することが早急に求
められている。
以上のような現状認識の下で，条件不利地域のー形態としての半島・海浜台地における農漁業論を展
開していくことが本研究センターの今後の課題と考えられる。
Summary 
N ow， population and economy are increasing remarkably in China. Therefore， the future trend 
of food supply and demand in China has great influence on that of the world. ln these conditions， 
as is known， Lester R. Brown expected that Chil1a wi1l import mal1y grains at the future about 2030. 
11 this paper， 1 studied this problem. 11 China， 10t only population but also economy are 
increasing remarkably. So it is expected that food demand will il1crease remarkably. But， on the 
other hand， farm acreage and irrigated acreage are decreasil1g gradualy. And， the rate of increasil1g 
of the yield per acre is decreasing recently. So， itis very difficult that the food supply will approach 
demand. If China will import many grains at the future， ithas great influence 01 J apan. 
ln these conditions， the restructuring of food policy is wished il1 J apan. Al1d， 1 think that the 
role of handicapped regions such as seaside uplal1d will be more importal1t. 
l 
1 .課題-21世紀中国金糧問題の位置づけ一
21世紀が自の前に迫った世紀末の現在，世界の
人口・食糧需給に関する問題が21世紀問題群の中
で lつの重要な問題として，いわばホットな話題
として取り上げられるようになってきた。したが
って，一方では，もちろん，これらの問題に関わ
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る国際機関及び我が国を含めた各国政府や研究機
関が，諸々の見解や予、測を次々に発表している(注
1 )。また1996年上半期の国擦穀物価格の高騰も契
機となって，世界の食糧動向をテーマとした近未
来IJ、説やエッセイ等も目立つようになってきた
(注2)。後者のような動向は，これまでにはなかっ
た最近の特徴と見られるが，それだけ世界の人口
・食糧問題が注目されてきている証拠と考えられる。
ところで，世界の人口・食糧問題は無数の構成
要素を持っているが，そのうちの重要なものとし
て中国における食糧問題が存在し，それに関する
議論もますます盛んになってきている。
中国の食糧問題は，その規模が桁違いに大きい
という点から，それ自体で十分に世界の食糧問題
を構成する要素となり，重要な位謹づけを持って
いる。と同時に，それが日本のような食糧輸入大
国に極めて大きな影響力を与えるという点が，日
本にとってはとりわけ重要な関心事となる。その
重要性は2つの内容を持っている。 Iつは， 1990 
年代に入り中国産農産物・食糧の日本への輸出量
が急増しているが，もし中国がその輸出量を減ら
すことになるならば，良きにつけ悪しきにつけ，
その影響が輸入国の日本側に産接的に現れるとい
う点である。もう lつは，もし中国が後述のよう
に21世紀初頭に穀物を大量に輪入することになる
ならば，既に現在そうなっている自本の輸入穀物
の量ないし価格に間接的に影響をもたらすことに
なるだろうという点である。そして，この第2の
点、が，とりわけ重要性を持つものとして注目され
なければならない。
以上のような観点から，本稿は， 21世紀に至る
過程で中閣の食糧需給がどうなろうとしているの
か，という点に関する論点を整理し，それとの関
連で日本の食糧問題，とりわけ中山間地域や半
島・海浜台地における食糧生産の位置づけを検討
してみることを課題としている。
(注1) 4.を参照.
(注2)間仁回(1995)，浅井 (1996)，上杉 (1996)などであ
る.ただ，照仁郎 (1995) は「中富穀物危機jと言いなが
ら中国の国内流通問題だけを取り扱い，浅弁 (1996) には
120年気象変動説や占星学といった非科学的部分や問題解
決方向が個人的対応に限られるといった問題点が見られる.
他方，上杉 (1996) は近未来小説とその根拠付けとしての
現状分析の二部構成をとり，内容の基本構図はブラウン
(1996) と共通しており興味深いものとなっている.
2.レスター o R・ブラウンの問題提起
21世紀初頭における中国の食糧動向に関する問
題が論争となるに至った契機は，局知のごとく，
アメリカの民間研究機関ワールド・ウォッチ研究
所のレスター・ R・ブラウン所長の1994年論文に
おける問題提起であった。それ以前にも彼は，部
分的ではあったが，当研究所の年次報告書である
『地球白書jや f飢餓の世紀j(原著1994年刊)等
において，既に中国の将来の食糧問題に関する
告・指摘を行ってきてはいた。しかし，彼が中国
の食糧問題そのものを直接に問題にしたのは，
1994年10月に『ワールド・ウォッチj誌上に載せ
た論文「だれが中閣を養うのか」であった。そし
て，これが後に大きな論争となる契機となったの
である。
さて，この論文におけるブラウンの主張はこう
である。すなわち，中閣の人口は急膨張しており
2030年には16億人になると予測されているから，
この人口増だけによっても穀物需要は1990年の3
億3500万トンから2030年には4億7900万トンに増
加するが，一方生産量は，日本と同様，工業化・
都市化に伴う耕地の減少・濯減水不足，穀物単収
の頭打ちによって逆に20%減少し 2億6300万トン
にしかならないと予想されるため， 2億1600万ト
ンの不足が生じることとなる。ことはこれのみに
とどまらず，中国は呂下10%前後の「超J高度経
済成長と遂げていることから，それに伴う所得の
向上が従来の穀物の直接消費から豚肉・牛肉・卵
等の畜産物や野菜・果実の消費へと消費構造を変
え，間接消費としての畜産物銅料用の穀物の需要
量が増加することが予想される。中国の現在の 1
人当たりの年間穀物消費量は300kgだが，これがも
し2030年に350kgと控えめに増加するならば穀物
の総需要量は 5億6800万トンに増加するため，生
産量が同様ならば3億500万トンの不足が生じる
ことになる。また，もし2030年に 1人当たり年間
穀物泊費量が400kgに増加したならば穀物の不足
は3億7800万トンに達するだろう，というもの
である。いずれにしても，この膨大な不足量は世
界の穀物総輪出量を超えるものであり，アメリカ
といえども供給し得ない量であり，その意味でf中
国を養える者は誰もいなしリということ，したが
って食糧危機の到来を予測したわけである。
ブラウンは理1995年に上述の論文名と開名の著
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図1 人口増加を計算に入れた中麗の穀物生産量
と穀物消費量の予測， 19叩-2030
出所:ブラウン (1995b) : 110. 
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図2 人口増加と所得向上を計算に入れた中闘の穀物
生産量と穀物消費量の予測， 1990-2030年
出所:ブラウン (1995b) : 111. 
を刊行し，上述の論文の内容を体系的・包括的
に展開した。本著書の論旨は上述論文のそれとも
ちろん間様であり，内容もより一層深められてい
るわけだが，予測のケースは上述論文では 3つで
あったが，著書では 2つにしぼられている(図し
関2)。
3. 21世紀中国金糧需給の展望をめぐる論争の展
調
ブラウン論文の発表に対し，中国科学院と中国
当局はすぐさま反論した。まず1995年1月31日付
f北京週報」は，中国科学院の胡鞍鋼博士 (1995)
へのインタピューという形で，相当長い期間中閣
の食糧(注 1)消費量が生産量を上回ることは確
かだが，科学院独自の予測では2020年の食糧生産
量は7億トンを超え自給率は95%以上になるため，
ブラウンのいうような数字は誤りであると皮論し
た。中国科学院は日本の農林水産省の研究所に相
当する。ついで，間年3月21日付「北京週報Jで，
中国農業部副部長劉成果 (1995)は，たしかに中
毘は人口の増加と農地面積の減少に直面しており，
農業の総合生産能力が需要量の増加に追いつかな
い現状にあるが，農業生産力発展の潜在力はまだ
あるため，諸政策の推進により2000年に食糧5億
トンを生産するという政策目標の達成は可能でトあ
ると述べている。中国農業部は日本の農林水産省
に相当する。しかし，ともに「食糧自給は可能J
と主張する根拠は示されておらず，これらの皮論
は政治的あるいは感情論的要素がむしろ強いと言
わざるを得ない性格のものといえる。
また最近では，中国政府は1996年10丹に「中閣
の食料問題」と題した初めての食料白書を発表し，
品種改良や流通体制の整備等によって食糧を2010
年までは年平均1%，2030年までは0.7%増加させ
ることが可能なので，人口が16億人に達する2030
年には食糧必要量6億4千万トンの95%をまかな
うことができるから，ブラウンのいうような中関
脅威論は根拠がない，と自信を示している(注
2 )。
それはともあれ，こうして，ブラウンと自の中
国の開でまず論争が開始されたわけだが，その後
論争は日本を含めた各国に広がることになった。
まさにブラウン旋風といえよう。以下，それらの
いくつかを見てみよう。
ブラウンが中国の経済成長に伴う牛肉消費の増
加を強調するのに対して反論を加えたのは，当時
フロリダ州立大学教授のジェームズ・ R・シンプ
ソン (1995)であった。彼は，中国の牛はまだ役
牛としての利用が大半であるため，牛肉の生産性
は低いが，経済成長に伴って農業の機械化が進め
ば，役牛の比率が低下するが，その場合飼料穀物
をあまり増やさずに牛肉生産性の向上が可能とな
るから， 12倍の牛肉生産に 2倍の飼料穀物が必
要」というブラウン流の計算は実擦には成り立た
ない，という。また，豚や鶏においても，中国で
は生産性はおしなべて低いため，飼料給与技術の
改善等を合めた生産性向上が可能であるから，そ
のことによっても，それほど銅料穀物を増加させ
ずに畜産物の増産ができるため，1中国の食糧問題
は技術的には解決可能J(注3)とシンプソン(1995
b) は主張している。
胡柏 (1995) も，現段階の中国農業の発展を制
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約している要因は経済的・技術的低開発状態にあ
るという認識から，技術革命，市場革命，組織革
命，構造革命等の経済的・技術的革新によって大
幅な生産性向上・食糧増産が可能であるという将
来展望を描いている。
院 (1995) も基本的に向様の主張をしている。
耕地面積の減少，濯瀧施設の老朽化，食糧作付面
積の縮小，収入の農工間格差の拡大，農業インフ
ラ投資の不足等のもとで，たしかに中国の食糧生
産の「比較生産性」は近年低下傾向にあり，食糧
輸入量も増加傾向にある。そして，今後ともしば
らくは中悶の食糧輸入は続くと見られるが，しか
し今日の事態は「中間の農業，とりわけ食糧の供
給が限界にきているということではJ(注4)ない
としている。それは，①現存の耕地の 3分の 2は
低収穫地であるから基盤整備，肥料投入，品種改
良による単収増加の余地がある，②南の水を北に
運ぶなどして瀧獄面積拡大によっても食糧増産が
可能となる，③流通システムの改善によってこれ
までのかなりの食糧のロスの減少が見込めるから
であるとする。したがって，世界銀行の支援等に
よる膨大な投資があるならば，食糧増産の余地が
まだ残されているから，ブラウンのいうような「食
糧の大量不足，ひいては大量輸入はさけられようJ
(注5)と述べている。
さて，このような胡柏 (1995)や玩 (1995)の
現状認識については，日本の多くの中匝農業研究
(注6)から判断しても，まさにそのとおりである
と考えられる。他方，将来展望の可能性のほうは，
たしかに論理的で明確ではあるが，しかし，その
具体的な根拠や実現性については残念ながら明確
ではない。したがって，それが実現可能なのかど
うかについての判断は呂下のところはできない。
一方，日本の研究者においてはどうか。
佐伯 (1995) によると「わが国ではR・ブラウ
ン予溺は定性的には正しいが，定量的には正しく
ないという見方がほぼ通説化しているようである。
つまり，中国は今後食糧輪入居に転化せざるをえ
ないでトあろうが，しかしその程度は彼の想定する
ような極端なものにならないだろうというのであ
るJ(注7)という。また中国人口問題の専門家の
若林(1996) も同様の指摘をしている。すなわち
「問題は，中国に食糧増産の能力がたとえあったと
しても，年1400万人程度の人口増加のテンポに追
いついていけるか否かJ(注8)であると言い， Iブ
ラウンの推計にはかなりの誇張と水増しが含まれ
ているのは否定しきれないJ(注9)。しかし， I定
量的には若干誤りを含んでトいようと，定性的には
誰でも認めるところ」であり， I中闘がぎりぎりの
食糧自給国から大幅な輸入国に転じざるをえない
であろうことは大方一致する見解であるJ(注9) 
と述べている。
そして，佐伯 (1995) は，ブラウンの主張を基
本的に評価し，彼自身も「世界的食糧不足期の到
来は目前に迫っているJ(住10)と考え，ブラウン
予測は， I一途に食糧の海外依存を高め，国内農業
縮小の道を選んだ日本J(注10)への問題提起で、も
あると警告している。すなわち佐伯は，中国にお
ける①農地面積の1984年以降の減少傾向，②食糧
作物の漸減，蕗業作物の漸増，③食糧の単収の頭
打ち，④農業インフラ投資の低下と生産基盤の弱
体化，⑤農工間の所得不均衡の拡大，⑥その帰結
としての農家兼業化といった最近の中国農業の動
向を見るならば，Iすでに中国農業の体質はかなり
弱体化しており，このままでゆけば農業生産 と
くに食糧生産 が減産に転ずることは時間の問題
とみられるJ(注11)と述べ，したがって「軍配は
R・ブラウンの側にあげざるをえないJ(注11) と
評価している。そして，万が一，そうなった場合，
世界の食糧価格の暴騰，輸出制隈などが一般化し，
穀物自給率29%という日本が最も深刻な打撃を受
けることになる，と述べている。
また同様に，基本的にブラウンの主張を評価し
ているのは今村 (1995)である。今村はブラウン
の著書『だ、れが中国を養うのか?j (ダイヤモンド
社)の訳者であるが，その訳書の解説の中で，こ
の著書を，膨大なデータを駆使した「丹念な考
察J，I大局的見地に基づく歴史観，文明観Jの裏
打ち， I的確な時代認識jと評価し，ブラウンの指
摘するように， I長期的に見れば，地球環境・資源
菌からの制約が強まっていることから，食糧不足
時代が来る可能性はきわめて高いJ(注12) とし，
それに備え，我が閣が「将来誤りなき食糧に関す
る基本政策J(注12)を選択すべきことを問うてい
る。
ところで，ブラウンには価格上昇に伴う生産刺
激効果に関する考察が欠如しているという批判も
多い(注13)。しかし， この批判はさきたっていない
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と思われる。それは，そもそも，このような経済
学の初歩的な点がブラウンに理解されていないと
は考えにくいからである。そうではなく，ブラウ
ンは，現在は化学肥料の増投に対して生産量が増
加しない段階に達しているため投資の増加のイン
センティブが減退してきているし，濯瓶等への投
資や漁船への投資などは長期的には環境を破壊す
るマイナス効果をもたらすことを繰り返し強調し
ていることに見られるように，彼には価格上昇に
伴う生産効果が欠如しているのではなく，彼はそ
れを否定的に見ているのである。そのことは近著
『食糧破局jでも述べられている(注14)。
また，ブラウンはこのような警鐘を発するだけ
で，解決策を示していないという批判も多く聞か
れる。しかし，そもそもブラウンの主張の性格は，
問題提起的なものであるから，問題提起部分が全
面に出ることは杏めないように思われる。また，
ショッキングな主張が全面的に出ているため，そ
の陰にかくれてしまってはいるが，これまでも解
決策を全く示していなかったわけでは決してない。
たとえば，著書『だれが中層を養うのか ?jにお
いても，人口抑制を特に強調するが，同時に，現
状では必ずしも重視されているとは言いにくい農
業への研究投資の強化の必要性等も提言している。
また1996年11月開催の食料サミットに向けて 9月
に刊行された近著『食糧破局j(原題が iTough
Choice:困難な選択」となっているように)にお
いても，ブラウンは新マルサス主義者であるから，
たしかに人口抑制の必要性をとりわけ強調してい
るが，同時に，水利用効率の向上，農業研究投資
の増加，休耕地の生産耕地への移行，全耕地での
食糧生産，直接消費穀物の増加等の提言を行なっ
ているのである。
論争は，もちろん以上で尽きたわけではないが，
その論点と主張点はほぼ出尽くしたということが
できょう。
(注 1)中国でいう f食糧」には米，小麦， トウモロコシ及び
大豆等の豆類，イモ類が含まれ， r穀物」より広い概念であ
る.
(注2)佐賀新開1996年10月25日.
(注3)シンプソン (1995b). 
(注4)阪 (1995)，76. 
(注5)院 (1995)，77. 
(注6)本稿5.参照.
(注7)佐伯 (1995)，16-17. 
(注8)若林 (1996)，17. 
(注9)若林 (1996)，19. 
(注10)佐伯 (1995)，18. 
(注11)佐伯 (1995)，16. 
(注12)今村(1995)，198. 
(注13)真勢 (1996)，44. 
(注14)ブラウン(1996)，48. 
4. その他の主な機関等での研究報告
その他，世界の機関や各国政府が諸々の予測を
発表している。
ブラウンによると，図3に見られるように，世
界銀行及びFAOは2010年墳には世界の穀物生産
はその需要最を上回り，価格は現在より低下す
るという予測を発表しているという(注 1)。これ
らは，いわば楽観論に属する。
(1∞万トン)
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出所:ブラウン (1996): 44. 
また，大賀 (1995) は独自の計量経済モデルに
よって， 2020年には 1人当たり小麦消費量が1992
年に比べ10%増えても世界の小麦消費量は 9億
1800万トンにとどまるのに対し，小麦生産量は75
%増加し 9億7700万トンに達するため，必要最は
十分確保できるし，米・トウモロコシ・大豆も陪
様であり，世界の主要穀物の需給は長期的にはむ
しろ緩和されるという，楽観的な予測を発表して
いる。その際，大賀は，中国を含めたアジアや中
南米地域の主要穀物の単収がまだ低いことから，
過去の単収増加率が2010年まで継続するという前
提で計算していることに注意しなければならない。
国際食糧政策研究所は1995年に共同研究の結果
を発表した。それについて，当研究所研究員のマ
ーク・ローズグラント (1996) は，ブラウンの示
す数値や予測の根拠は薄弱だとし，独自の予測に
より， 4つのシナリオを示している。いずれにお
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いても，中閣は将来，大なり小なり穀物の輪入を
必要とし，もし仮に穀物増産にことごとく失敗す
る場合(低技術開発投資)には，たしかに2020年
の穀物輸入量がl億トンを上回ることもありえよ
うが，中国が1994年に研究開発投資の強化を打ち
出している状況下では，そうなる可能性は少ない，
と見ている。そして，結局，その動向を決定づけ
るものは，研究投資と濯瓶投資であり，これら再
投資を怠らない眠り，中国が穀物輸入「大国jに
なる可能性は低い，としている。
他方，日本の海外経済協力基金・開発援助研究
室は中閣の農業部との共同研究報告書『中閣の食
糧需給の見通しと農業開発政策への提言』を1995
年9年に発表した。この報告書によると， 1993年
には中国の穀物は供給超過だったが，人口が14億
人を超える2010年には需要量6億4，600万トンに
対し，生産量が5億1，000万トンになり，国内需要
量の約2都， 3億人分の l億3，600万トンの穀物不
足が生じるという予測が出されている。ブラウン
予測の数値よりは少なめで、はあるが，その考え方
は，基本的にブラウンと同様のものと考えること
ができる。ただし，中毘の増産努力しユかんでは，
不足量を半減できる点も指摘している。ところで，
これは中関農業部との共同研究であるから，穀物
自給堅持という中国側のこれまでの主張が若干変
化したようにも受け取れるが，しかしその後の公
式見解の発表等を見ていると必ずしもそうではな
いようである。
また1996年11月にアメリカ農務省がまとめた中
の穀物輸入見通しによると，それは1995年の
1500万トン(自給率95%・実績)から2000年には
2500万トン(同91%)，2005年には3200万トンに増
加するとしている(注1)。これは，中国政府が10
丹末に発表した上述の「食料白書」において2030
年でも穀物自給率を95%に維持するとしているこ
とは困難とみるものである。また，現在の世界の
穀物貿易量年間約2億トンからみても，中閣の穀
物輸入が国際食糧需給に大きなインパクトを与え
る可能性が高いと考えられる。
その他，商社等民間の機関においても中国の食
糧貿易に関する将来予測が次々と発表されてきて
いるが，紙幅の関係で省略しなければならない。
さて，以上のような将来予測を評価するために
は，その内容の検討が欠かせないが，本稿では，
その準備はない。ただ，国際食糧政策研究所のシ
ナリオや海外経済協力基金の場合にも見られるよ
うに，経済動向や政策的関与のいかんが将来動向
を大きく決定づけるものであるから，それらの要
因を考慮せずに，一気に将来予測をすることはそ
もそもできないし，危険ですらある。その意味で
は，中国の将来動向は基本的には中国自身の将来
選択の問題であるということができる。
しかし，多くの予測に見られるように，中国は，
これまで国内産が不作の年に不足分を補完的に輸
入してきたが， 21世紀初頭に向かつて増加する人
口と経済によってもたらされる絶大な食糧需要量
を，国内農業が満たしていけるかというと，中居
農業の自然立地的・技術的・社会経済的諸条件か
ら見て，それはかなり困難と判断せざるをえない。
したがって， 21世紀初頭に向かつて，中国の食糧
輸入量はますます増加していき，これまでの臨時
的・補完的なものが恒常的かつ相当量のものとな
る可能性が高いと見ざるをえない。
(注 1)日本経済新聞1996年1月27E3. 
5 .我が閤における中国農業研究の動向
以上のようなホットな論争に対し，一方ではク
ールな研究も多い。特に日本における中間農業研
究は後者が大半と見られる。その違いの 1つの要
因は，対象の違いから来ているようにも考えられ
る。つまり上述のようなホットな論争の主要な視
点が国民経済や貿易構造といったマクロの問題に
おかれている場合が多いのに対し，クールな研究
の多くは農業経営や農家経済といったミクロの問
題に主要な関心があるため，両者にいわばミスマ
ッチが生じているように見受けられる。また，も
う1つの要因は，クールな研究者がホットな論争
を批判的に見，それに加わらず，独自に研究を進
めているからである。ホットな論争の最先端を行
くブラウンに対しては，杭上の空論だという批判
も根強い(注 1)。そのような状況下で，たとえば
(1996)は， I中国農業を，具体的な内実を踏
まえることなく，マクロ的に机上で論ずることは，
空しい作業J(注2)と述べ，農村調査の領域に力
点をおいた研究態度を崩さない。
加藤 (1995) らの研究も同様である。加藤ら
員30歳台(当時)の若手研究者6名による共同研
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究報告『中国の農村発展と市場化jは，既存の内
外の実証研究を利用しつつ， 1978年に始まる中国
の「改革・開放」後の農業・農村の「市場化jの
性格を検討し，そこにおける必然的メカニズ、ムを
確認する意欲的な共同研究ではあるが，これもク
ールな性格の研究に属し，上記論争への糸口はな
かなか見いだせない。
一方，多くの農村調査を踏まえた中国農業研究
として評価の高い(注3)富島編著 (1993)の共
同研究でも，農村「改革・開放」後の実態把握が
中心におかれているが，本著では，この農村改革
以降の急速な経済成長とその結果としての農工問
所得格差の拡大が，農地の減少と農家若年労働力
の流出を通じて，農業生産力の蹟弱化をもたらし
たことが， 1985年以降の中田農業の停滞(1俳街J)
の要国となったことを安部 (1993)や磯田 (1993)
ら数名の論者が指摘している。ところで，この宮
島編著の研究は対象時期が1992年までに限られて
はいるが，そこで明らかにされた78年開始の改革
以降の農業生産力構造は，今後の中国農業発展の
困難性の要因として重視しておく必要がある。
また，同様の指摘をしているのは大島 (1993)
である。大島は上記加藤編の著書の共同研究者の
l人だが，調査した蘇南農村での兼業深化による
農業の縮小傾向が中国政府が目下推進している農
業工業化政策の必然的帰結であることから， 1960 
年代以降の日本農業の動向と同様，そのような傾
向はいずれ中国全土にも波及するだろうと理解し，
将来の中国農業の縮小を予測している点は注目に
{直する。
他方，真木 (1996)は，長年の中国における砂
漠化の研究から，中国の食糧危機の可能性が極め
て高いことを論じている。真木によると，世界耕
地の 7%，淡水の 5%しか持たない中国が，世界
人口の21%を養っていることは驚異に値するが，
陪時に，国土の中で耕地は10%と少ない反面，草
地が33%と多く，また砂漠地は16%あり，東北部・
北部を中心に国土の53%が乾燥・半乾燥地である
というように，中国農業の自然環境の厳しさを指
摘し，開発・利用可能地は既に摂界に来ていると
いう。そして，この乾燥地を中心に，現在，土壌
浸食，土壌劣化，アルカリ化等により砂漠化が進
んでおり，今日の農地面積減少の中でそれはかな
りの割合を占めているという。このような実態か
ら，真木は，独自の予測モデノレ(その内容は残念
ながら不明)により，ブラウンのいうような f大
量の食糧を輸入する固にはならないJ(注4)が，
「近い将来 (2000年頃)には，相当の食糧輪入国に
なることは十分予測されるJ(注5)と述べてい
る。
(設 1)真勢 (1996)，44. 
(注2)田島 (1995)，30. 
(波3)中安・荏関津 (1996)，315. 
(注4)真木 (1996)，166. 
(注5)真木 (1996)，167. 
6 .中国食糧貿易をめぐるアグリビジネスの動向
21世紀中間食糧需給の動向に最も敏感なのは高
社であるといえよう。そして事実， 1996年に入り，
中閣の食糧貿易をめぐって，以下のように，荷社
の新たな動向がうかがえる。
(1) アメリカ穀物メジャ…の動向
1996年7月，三菱高事とアメリカの穀物メジャ
ーのコンチネンタル・グレインは，中国大手の貿
易会社東方面際集団公司(本社・上海)と合弁で
総合商社を設立することに合意し，趣意書に調印
した(注 1)。これは，中障がアメリカ産穀物を輸
入する体制の整備を始めたことを意味する。
関連して，アメリカは1996年12月に開催予定の
WTO閣僚会議で，農産物貿易への政府関与の削
減を議題とするよう提案するという。当面はカナ
夕、・オーストラリアの政府の関与する「小麦評議
会」を対象とするが，長期的には中間の油糧食品
進出口集閣の経営公開を狙うものといわれる(注
2 )。これは，アメリカ産大豆等の油糧穀物を中間
へ輸出するための制度の整備を進めるものと理解
することができる。
(2) 毘本商社の動向
三井物産は， 1995年11月に，香港の食品会社ラ
ムスーンフードと合弁で深}l1市に新会社「蛇口南
華街倉有限公司Jを設立し，間市の蛇口港に収容
能力 3万トンの大型サイロを完成させ，すでに本
格的な換業に入った(注3)。そして，法律的制約
から中居圏内の実需者から委託を受ける形で， ト
ウモロコシ，小麦，大立を中心に97年に110万トン
の取り扱いをめざすという(注4)。
また，丸紅は，製粉業中堅の熊本製粉(熊本市)
と組み，中国固有の第一糧食儲運工業公司と合弁
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会社「大連糧紅食品加工有隈公司」を設立し，新
会社は1996年l月現在，すでに大連市内に製粉工
場を建設中で， 96年春から生産を開始するという。
この会社は年間の原料小麦処理量が9万トンで，
大連市最大の製粉所になる。丸紅は輸入ライセン
スを取得していないため，原料小麦は当分はその
3分の 2は政府の一括輸入品を使う(残りは中
産)が，将来は輪入ライセンスを取りアメリカ産
小麦を輸入したい考えだという。そして，この背
景には，経済発展に伴って北京・大連等の都市部
でパン・菓子などの消費量が増え，その原料とな
る高級小麦粉の需要が急増している実態が存在す
る(注5)。
???
??? ? ? ? ?
， . 
…?????
??
。
上海市
図4 中富地図
(3) 高社の新動向の意味
以上のように， 1996年に入りアメリカの穀物メ
ジャーや日本の商社が中間国内に合弁会社を設立
し，穀物を輪入する行動を開始している。そして，
目下のところは穀物輪入が政府の管理下にあり，
輸入ライセンスを取得しなければ穀物輸入事業が
できないという制度的な制約から，それができる
中国国内の業者からの委託の形態をとったり，政
府が輪入した穀物を利用したりしているが，その
ような規制の緩和後は直接の輸入，とりわけアメ
リカからの直輸入を志向している実態が明確に読
みとれる。もちろん，このような思惑通り，穀物
メジャーや外国商社が今後穀物輸入を実現できる
かどうかは目下のところは不確定要閣が多く，不
明と言わざるをえない。しかし，世界の穀物貿易
に最も詳しい穀物メジャーや商社が中国に進出し
てきた動向は，中閣が近未来において恒常的に穀
物輸入患に転じることを十分に予測するに足るも
のだということカまで、きょう。
(注 1)EI本経済新1iTJ1996年7月20日.
(注2)日本経済新伺1996年9月18日.
(注3)日本農業新聞1995年12月5日.
(注4)日本経済新聞1995年12月4日.
(注5)日本経済新聞1996年1fll6日.
7. EI本への影響
以上の考察から，中国は近未来において穀物の
需要量が急増するのに対し，閣内生産量の増加は
それほど期待できないため，相当量の穀物輸入を
せざるをえないものと判断される。事実，そのこ
とを見越して，すでに穀物貿易の専門家である穀
物メジャーや高社が中国の穀物輸入を促進するた
めに，中国に企業進出してきている。
では，中国がどのくらいの量の穀物を輸入する
のかということは，目下のところは予想がつかな
い。穀物メジャー等の動向から，それが相当な量
に達するだろうことは，真木 (1996)の言うよう
に，確かなものと判断される。
もしそうだとすると，佐伯(1995)や今村(1995)
の言うように，現在世界最大の穀物輸入大国日本
への影響は計り知れないものとなる恐れがある。
しかし，他方の穀物輸出大国のアメリカ・カナダ
での穀物生産がそれに十分対応できるのであれば，
問題はない。この点に関しては，たしかに，アメ
リカでは1996年農業法の制定によって，穀物の作
付けが自由化されたため，穀物の生産量が当面は
増大することが予想されるから，当面は中国等で
の穀物不足を補うことができょう。しかし，環境
問題への対応としての低投入型農業の推進に長期
的には歯止めはかけられないし，地球の温暖化が
アメリカ大平原の農業地帯に干害をもたらす可能
性も高い(注 1)。これらの簡面から，アメリカで
の穀物生産の増加も決して半永久的ではありえず，
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いずれ一定の鵠止めがかけられるように思われる。
したがって，中国で不足する穀物の増加量の全て
にアメリカでのその増産がいつまでも対応できる
とは考えられない。こうして，もし中国が世界の
穀物貿易量の大半を輪入するようにでもなった場
合には，穀物価格の変動が激化し，状況しだ、いで
は禁輸等も発動される可能性が高まることも予想
される。そうすると，その影響を大きく受けざる
をえないのは穀物輸入大国である日本であるとい
うことになる。
(注 1)内線 (1996)，112.及び岡本 (1996).
8 .我が盟条件不利地域農漁業の役割
いうまでもなく，日本の農漁業政策の課題は，
国民に対する食糧の安定的確保と安定的供給であ
るが，そのために農林水産省は，これまで輸入と
国内生産の二本立てで食糧供給の安定化を行なっ
てきたといえる。そして現在，農林水産省は「圏
内の資掠を極力有効に活用したとしても，国土資
源に制約がある我が国では，必要とされる食糧の
全てを国内で生産することは非現実的で、ある」か
ら「食料の安定供給を安定確保していくためには，
国内生産に加えム「安定的な農産物輪入の継続J
や f備蓄を適切に組み合わせていく必要がある」
(注 1)というように，今後とも，これまで同様
に，基本的に輸入と国内生産の二本立ての政策を
継続させる方向でいる。もちろん，国内資源の制
約の下では，食糧の自給率を100%にすることは現
実的にも不可能であろう。問題は将来展望とそれ
への対策で、ある。その点で農林水産省の将来展望
は基本的に現状の延長線を想定している。つまり，
今後とも輪入の安定的確保が可能だという認識を
持っている。しかし，上述のように，それが近未
来において崩れる可能性が高いということである。
もし，そういう展望を持つに至っているならば，
可能な限り輸入比率の縮小と田内生産割合の増加
を政策課題としなければならないはずで、ある。し
かし，現在，日本政府=農林水産省は，そのよう
な認識を持つに至ってはいないと言わざるをえな
しユ。
もし国内生産を強化する方向で日本農業の将来
展望を描くならば，そこで求められることの lつ
は，いま放棄されようとしている中山間地域や離
島等，条件不利地域の農地の維持とそこでの農業
生産の推進であろう。その場合，日本におけるこ
れまでの条件不利地域として一般的に考えられて
いる地域は，上述のように中山間地域や離島等で
あるが，今後は，それら以外にも半島・海浜台地
やシラス等特殊土壌地域，あるいは傾斜地帯等も
視野に入れて，広くとらえていく必要がある。そ
して本稿では，このような条件不利地域の中に半
・海浜台地が正当に位量づけられる必要がある
ことを指擁しておきたい。その理由は，日本の半
・海浜台地の多くは中山間地域や離島同様，地
形的・地目的・作目的及び位置的に劣悪な条件下
におかれているため，条件不利地域のー形態とみ
なしうるからである。
このような半島・海浜台地をも含めた本格的か
っ体系的な条件不利地域農漁業論を展開すること
が，我々に与えられた次の研究課題となる。
(注 1)図説農業自警(1996)，39. 
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